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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平

成26年10月10日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧

告を行った。

その概要は、次のとおりである。

（１）報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成26年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員6,485人、警察官4,036人、県立学校職員4,850人､市町村立学校

職員13,258人、計28,629人となっている。また、その平均年齢は43.7歳、平均経験年

数は21.4年、男女別構成は男61.4％、女38.6％、学歴別構成は大学卒79.4％、短大卒

7.8％、高校卒12.8％、中学卒0.0％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年

４月における平均給与月額は、給料367,354円、扶養手当9,165円、地域手当201円、

その他の手当16,806円、計393,526円となっており、昨年と比べ0.1％の上昇を示して

いる。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.2歳、

平均経験年数21.5年）の平均給与月額は、給料339,407円、扶養手当10,042円、地域

手当465円、その他の手当17,898円、計367,812円となっており、昨年と比べ0.1％の

下降を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内

1,154事業所のうちから、275事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成26年

職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の職務に従

事する者8,733人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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(ア) 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で23.4％（昨

年25.8％）、高校卒で12.9％（同10.7％）となっているが、そのうち大学卒で80.9％

（同82.1％）、高校卒で83.5％（同65.9％）の事業所で初任給は据置きとなっている。

また、初任給を減額した事業所の割合は、大学卒で0.0％（同7.8％）、高校卒で0.0％

（同14.9％）と昨年に比べて大きく減少している。一方、初任給を増額した事業所の

割合は、大学卒で19.1％（同10.1％）、高校卒で16.5％（同19.2％）となっている。

(イ) 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員(係員)について、ベ

ースアップを実施した事業所の割合は34.4％（昨年25.6％）と昨年に比べて増加して

いるのに対し、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.0％（同3.2％）と昨年に比

べて減少している。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員(係員)について、定期に行われる昇給

を実施した事業所の割合は85.5％（昨年74.6％）となっており、昨年に比べて増加し

ている。昇給額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が20.8％（同

13.0％）と昨年に比べて増加しているのに対し、減額となっている事業所の割合は1.

8％（同10.9％）と昨年に比べて大きく減少している。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職

務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示すとおり、職

員の給与が民間従業員の給与を377円（0.10％）下回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとおりである。

(イ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.08月分に

相当しており、職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間支給月数（3.95月）が民間事業

所の特別給を0.13月分下回っている。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では

3.6％の上昇、全国では3.4％の上昇となっている。
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また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ168,200円､

185,010円及び201,830円となっている。

オ むすび

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況は、

以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり判

断した。

(ア) 職員の給与の改定

ａ 給料表

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を踏

まえ、引上げ改定を行うこととする。

改定内容は、世代間の給与配分の見直しの観点に立って若年層に重点を置いた

引上げを行った人事院勧告を踏まえ、民間との間に相当の差が生じている初任給

を2,000円引き上げることとし、若年層についても同程度の改定を行う。一方、２

級の高位号給及び３級以上の全ての号給並びに再任用職員の給料月額については

改定を行わないこととする。

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させる

ためのものであることから、同月に遡及して実施する。

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に引上げ

改定を行うこととする。

ただし、医療職給料表（一）については、医師の処遇を確保する観点から、人

事院勧告に準じて引上げ改定を行うこととするが、第１号任期付研究員及び特定

任期付職員に適用する給料表については、本年の改定が若年層に限定したもので

あることから改定を行わないこととする。

ｂ 通勤手当

交通機関等利用者に対する通勤手当については、昨年の報告で述べたとおり、

北陸新幹線及びえちごトキめき鉄道の開業やパークアンドライド推進の取組など

公共交通機関の利用に係る交通事情の変化が見られる中、中距離・遠距離通勤者

を中心にパークアンドライドにより通勤し、駅やバス停周辺の駐車場等の料金を

負担している実態があることから、当該職員の負担に配慮するため、交通機関等

と交通用具の併用者に限り、平成27年４月１日から駐車場等料金に係る手当を支

給することとする。
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交通用具使用者に係る通勤手当については、本年、人事院が支給額の引上げを

勧告したところである。本県においては、民間における支給状況等を考慮して改

定を行わないこととするが、今後の民間及び他の都道府県の動向等を注視しつつ、

引き続き検討することとする。

勤務地を異にする異動等に伴い通勤に新幹線鉄道等を利用することが必要とな

った職員等に対する通勤手当については、職員の遠距離通勤の実態及び他の都道

府県の状況等を踏まえながら、支給水準の在り方について検討する必要がある。

ｃ 特殊勤務手当

警察職員が海上保安庁の巡視船に乗り組み、遠隔地の離島周辺海域における水

上警戒作業に従事した場合に支給する特殊勤務手当については、国における措置

内容及び他の都道府県の状況等を考慮し、所要の措置を講ずることが適当と考え

る。

ｄ 初任給調整手当

(a) 医師に対する初任給調整手当

医師に対する初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇改善を図るた

め、人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することとする。

(b) 獣医師に対する初任給調整手当

家畜伝染病の予防・まん延防止や食の安全・安心の確保など、獣医師の果たす

役割がより重要となっている中、近年、本県においては人材の安定的な確保が困

難な状況となっていることから、他の都道府県の状況を考慮し、平成27年４月１

日から獣医師に対し初任給調整手当を支給することとする。

ｅ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.15月分引き上げ、4.

10月分とする。支給月数の引上げ分は、国の取扱いや民間の特別給の支給状況等

を参考に、本年度については、12月期の勤勉手当を引き上げ、平成27年度以降に

おいては、６月期及び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手

当についても、同様に支給月数を引き上げることとする。

ｆ 寒冷地手当

寒冷地手当については、人事院において、新たな気象データを指定基準に当て

はめて、支給地域の改定を行い、平成27年４月１日から実施する勧告が行われた。

本委員会としても、人事院勧告の考え方に準じ、支給地域の改定を行うことと

するが、支給地域の単位となる市町村については、前回の見直し以降の本県にお

ける市町村合併の影響を踏まえ、地域の気象状況をより的確に反映させるため、
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現行の単位である平成16年４月１日における市町村の名称及び区域によることと

する。

この改定は、平成27年４月１日から実施することとし、改定に伴い、改定日の

前日から支給地域から除外される地域に引き続き勤務している職員等に対しては、

人事院勧告に準じた経過措置を講ずることとする。

ｇ 教員給与

教員特殊業務手当及び特別支援教育関係者の給料の調整額については、国にお

ける見直しの内容や他の都道府県の動向等を考慮し、見直しを検討する必要があ

る。

(イ) 給与制度の総合的見直し

ａ 給与制度の総合的見直しの背景

本年、人事院は、民間賃金の低い地域における官民給与の実情をより適切に反

映するための見直し、官民の給与差を踏まえた50歳台後半層の水準の見直し及び

公務組織の特性、円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直しといった諸

課題に対応するため、俸給表、諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直し

を勧告した。

具体的には、地域間、世代間の給与配分の適正化を図る観点から、地域の民間

賃金水準を踏まえて俸給表の水準を平均２％引き下げ、その中で、高齢層給与を

抑制するなど給与カーブを見直すとともに、地域手当の見直しを行うこととし、

また、人材確保の必要性や円滑な人事運用の要請等を踏まえ、若年層の職員、広

域的な異動を行う職員、やむを得ず単身赴任をしている職員等の手当面での処遇

改善を図る一方、職員の生活への影響を考慮し、俸給の引下げに際して激変緩和

のための経過措置を講ずることによって、新制度への段階的かつ円滑な移行を図

ることとしている。

ｂ 給与制度の総合的見直しの必要性

本委員会は、従来から、地方公務員法の定める情勢適応の原則や均衡の原則に

則り、国及び他の都道府県の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を

総合的に勘案して勧告を行ってきたところであるが、本県職員の平成27年度以降

の給与制度の在り方については、次の理由から国の給与制度の総合的見直しの内

容に準じて実施することが適当と判断する。

(a) 国の給与制度との均衡

本県職員の給与制度は、公務としての近似性・類似性を重視し、国の制度に準

拠することを基本にしてきており、給与水準の調整に当たっては、制度の根幹で

ある給料表や手当制度の枠組みを維持しつつ、毎年の公民較差の解消を図る中で

給料表の水準調整など必要な独自措置を講じてきたところである。
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給料表及び手当制度の構造面の見直しについては、引き続き国に準じて実施す

ることを基本に、本県の実情を踏まえて対応していく必要がある。

(b) 本県の実情

今回の国の見直しに係る諸課題については、以下のとおり本県においても共通

する課題であることが認められる。

① 50歳台後半層の給与水準については、給与構造改革の経過措置の廃止により

低下してきているものの、依然として民間の給与を上回り、その差は拡大傾向

にある。一方、若年層については、民間が公務を上回る状況が続いている。雇

用と年金の接続の観点から50歳台の給与水準が60歳台前半の給与水準に関連す

る重要性も含め、本県は国と同様の状況にあり、50歳台後半層の給与水準の見

直し等により世代間の給与配分を更に適正化する必要がある。

② 現行では県内の地域には地域手当が支給されていないが、今回、人事院は地

域民間給与の更なる反映の観点から、俸給表を引き下げる一方、民間の賃金指

数の基準に従い、新潟市に地域手当を支給することとした。本県においても給

与水準を調整するための給与として地域手当を県内の地域に支給するのが適当

である。

③ 本県は県土が広いことに加え、離島も有していることから、異動に伴いやむ

を得ず単身赴任をしている職員が相当の負担を強いられており、国と同様、単

身赴任手当について所要の改善を行う必要がある。

(c) 民間給与との均衡

水準を引き下げた国の俸給表に準拠した場合であっても、本県職員の給与水準

は、地域手当の県内の地域における支給及び単身赴任手当の引上げにより見直し

前の水準が維持され、公民給与の均衡を図ることが可能である。

ｃ 措置すべき事項

(a) 給料表の見直し

行政職給料表については、前述のとおり公民の給与差が50歳台後半層では公務

が民間を上回る状況が続く一方、若年層では民間が高い状況となっているなど国

と同様の傾向にあることを踏まえ、初任給に係る号俸を引き下げない一方で、50

歳台後半層の多く在職する高位号俸をより引き下げる内容となっている人事院勧

告における平成27年４月１日から適用する俸給表に準じて改定することとする。

改定内容は、給料表の水準を平均1.4％引き下げるが、人材確保への影響等を

考慮し、初任給に係る号給等については引下げを行わないこととする。一方、50

歳台後半層の職員が多く在職する高位号給については、最大で3.4％程度の引下

げとするが、引下げ率が大きい５級及び６級については８号給の増設を行う。

行政職給料表以外の給料表についても、行政職との均衡を考慮し、引下げ改定
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を行うこととする。ただし、医療職給料表（一）については医師の処遇を確保す

る観点から、人事院勧告と同様、改定を行わないこととする。

(b) 地域手当の見直し

地域手当については、人事院勧告の内容を基本に、改定を行うこととする。

県内の地域に在勤する職員に支給する地域手当については、本県職員が国家公

務員とは異なり県内全市町村に在勤し、県内全域を異動している実態があり、勤

務地によって支給率に格差を設けて支給することは円滑な人事異動が困難になる

など人事管理面への影響が大きいと考えられること、県内の複数の市町村に事業

所を有する民間企業の大部分が勤務地によって従業員の給与に格差を設けていな

いこと及び他の都道府県における地域手当の支給状況を踏まえ、県内一律に支給

することとし、支給割合を人事院勧告に準じた場合を基礎に本県職員の勤務実態

を考慮して算出した1.5％とする。

東京都の特別区、大阪市等県外の地域に在勤する職員及び医療職給料表（一）

適用職員等に支給する地域手当については、人事院勧告に準じて改定することと

する。

なお、地域手当と調整を要する給与の範囲について、国の取扱いに準じ、地域

手当の額の限度において、特地勤務手当及びへき地手当は支給しないこととする。

(c) 単身赴任手当の見直し

単身赴任手当については、民間における措置状況を参考に、公務部内の適正な

給与配分の観点を踏まえ、人事院勧告に準じて改定することとする。

また、離島と本土との間での異動に伴い単身赴任をしている職員が帰宅の際の

移動に船舶を利用せざるを得ず、相当の負担を強いられている実情を考慮し、加

算額に係る当該職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離は、国における加算

額の特例の取扱いを踏まえ、現行の規定に基づき算定した距離に200キロメート

ルを加算した距離とする。

(d) 管理職員特別勤務手当の見直し

管理職員特別勤務手当については、人事院勧告に準じて改定することとする。

(e) 昇給・昇格制度の見直し

昇給・昇格制度については、一昨年、人事院が50歳台後半層における給与水準

の上昇をより抑えるため、55歳を超える職員については、標準の勤務成績では昇

給を停止することとし、また、高位の号俸からの昇格については、昇格に伴う俸

給月額の増加額を縮減するよう勧告・報告を行い、昇格制度は平成25年１月１日、

昇給制度は平成26年１月１日からそれぞれ実施されている。

本委員会としては、基本的に給与制度は国に準拠することが適当との考えの下、

これまで50歳台後半層の公民の給与差の状況等を見極めながら、見直しについて
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検討を継続してきたところであるが、前述のとおり50歳台後半層の給与が民間を

上回りその差が拡大傾向にあることから、当該職員の給与水準の上昇を抑制する

ため、適切に対応する必要があると考える。

このため、昇格制度については、他の都道府県において３分の２以上が既に改

正していることも踏まえ、国に準じて昇格時の号給対応を改正することとする。

一方、昇給制度については、給料表の見直しにおける引下げ幅が最大となる50

歳台後半層が対象となること及び他の都道府県の状況等を勘案し、今回は改正を

見送ることとするが、給料表の引下げ等による影響や他の都道府県の動向等を見

極めつつ、人事院における昇給の効果の在り方の検討状況も注視しながら、引き

続き検討を進めていくこととする。

ｄ 実施時期等

(a) 給料表の見直し

平成27年４月１日から実施し、同日に新たな給料表に切り替える。

給料表の水準の引下げに当たっては、人事院勧告に準じて、新たな給料表の給

料月額が平成27年３月31日に受けていた給料月額に達しない職員に対しては、同

年４月１日から平成30年３月31日までの３年間に限り、経過措置としてその差額

を給料として支給する。

なお、人事院勧告では、平成27年１月１日の昇給に限り、昇給号俸数を通常よ

り１号俸抑制することとしているが、同年４月の公民較差の状況や他の都道府県

の動向等を考慮して改めて判断することとする。

(b) 諸手当の見直し

地域手当、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当の見直しは、平成27年４月

１日から実施する。ただし、同日から平成30年３月31日までの間における地域手

当の支給割合並びに単身赴任手当の基礎額及び加算額は、人事院勧告に準じて、

段階的に引き上げる。

なお、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間の県内の地域に支給す

る地域手当の支給割合は、0.5％とする。

(c) 昇格制度の見直し

平成27年４月１日から実施する。

(d) その他所要の措置

(a)から(c)までのほか、本年の勧告の実施に伴い、所要の措置を講ずる。

(ウ) 職員の勤務環境等

職員の時間外勤務については、平成23年度は、東日本大震災等の復旧作業等に伴

い増加し、平成24年度は、復旧作業の進展等により縮減したものの、平成25年度は、

その縮減は下げ止まり横ばいであった。
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任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤務

をしない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な縮減

対策に取り組んでいるところであるが、長時間の時間外勤務は、職員の健康保持は

もとより、ワーク・ライフ・バランス、有為な人材の確保等に影響を及ぼすことか

ら、今後も取組を継続・展開することにより、引き続き時間外勤務の縮減に一層努

めていく必要がある。

また、依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をして

いることから、職員の心の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任命権

者においては、従来から、精神科医師によるメンタルヘルス相談、心の健康問題に

よる長期療養者の職場復帰支援実施要綱の制定など様々な措置を実施しているとこ

ろであるが、状況の改善に向け、今後も一層の取組に努めていく必要がある。

(エ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

本年５月、地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律が公布

され、人事評価を人事管理の基礎として活用することが法律上明記されるなど、

人事評価制度の導入等により能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図ることが

求められている。

本県における勤務実績の給与などへの反映については、昇給制度を中心に各任

命権者において進められているところであるが、今後とも更なる勤務実績の給与

などへの反映に向けて検討を進める必要がある。

また、現在任命権者において取り組まれている人事評価制度についても、引き

続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行われるよう努める必要がある。

ｂ 有為な人材の確保・育成

近年、社会経済情勢が大きく変化する中、行政課題は一層複雑・多様化してき

ている。また、職員採用をめぐる環境は、景気動向を反映した民間企業等の雇用

情勢や、少子化に伴う受験年齢人口の減少などの影響により厳しさを増している。

行政課題に迅速かつ的確に対応し、より質の高い行政サービスを提供していく

ためには、有為な人材を確保することが重要であることから、引き続き、採用制度

について研究・検討を行う必要がある。

また、職員が能力を十分に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要である

ことから、今後も人材育成及び能力開発のための取組を積極的に進めていく必要が

ある。

さらに、本県においては、採用者に占める女性の割合が増加傾向にあるとともに、

女性職員の登用が積極的に進められてきたところであり、男女共同参画の推進の観

点から、引き続き、女性職員の育成や登用を進めていく必要がある。
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ｃ 公務員倫理の確保

公務員には厳正な服務規律の確保と高い公務員倫理の保持が求められているが、

本年４月において、公文書偽造等の重大な不正・不適正な事務処理が明らかになっ

た。また、依然として、一部の職員が飲酒運転その他の公務員としての倫理観を問

われるような不祥事を発生させ、県民の信頼を損なう事態も生じている。

これまでも任命権者において一定の対策がとられているところであるが、今後と

も引き続き、再発防止策の実施や職員の綱紀の保持及び服務規律の確保について一

層の徹底を図ることが求められる。

職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚を

持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要がある。

(オ) 高齢期における職員の雇用問題

年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げに伴い、国家公務員については、平

成25年３月に、年金支給開始年齢まで希望者を原則再任用するとの閣議決定がなさ

れ、地方公務員についても、国家公務員の取扱いを踏まえた必要な措置を講ずるよ

う要請されたところである。

本県においては、今年度から職域の拡大や短時間勤務の運用等がなされるなど、

再任用制度の活用の拡大等の措置がなされたところであるが、今後、再任用希望者

の増加が見込まれることから、再任用職員の能力及び経験を活用できる職務及び配

置について、引き続き検討していく必要がある。

一方、本年４月に公布された国家公務員法等の一部を改正する法律の附則におい

て、政府は、平成28年度までに、平成23年に人事院が行った「定年を段階的に65歳

に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を踏まえつつ、

定年の段階的な引上げや再任用制度の活用の拡大その他の雇用と年金の接続のため

の措置を講ずることについて検討するとされていることから、本県においても、引

き続き、国における制度改正等の検討の動向を注視していく必要がある。

再任用職員に対する諸手当の取扱いについては、人事院において、再任用希望者

の増加に伴い、転居を伴う異動が避けられない状況が生じていることから、単身赴

任手当を支給することとされたが、本県においても、今後の円滑な人事運用の観点

や民間における状況等を考慮し、平成27年４月１日から国に準じて単身赴任手当を

支給するとともに、単身赴任手当が支給される場合に併せて住居手当を支給するこ

ととする。

また、再任用職員の給与水準については、本年初めて公的年金が全く支給されな

い民間企業の再雇用者の個別の給与額が把握できることとなり、人事院は、今後も

引き続きその動向等を注視するとともに、今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、

給与の在り方について必要な検討を行っていくこととしており、本県においても、
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人事院における検討状況や他の都道府県の動向、本県の再任用の運用状況及び民間

給与の実態等を踏まえ、検討を進めていくこととする。

(カ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。

本年の勧告は、公民給与の較差を解消するための給料表の引上げと期末手当・勤

勉手当の引上げ等に加えて、給与制度の総合的見直しを行う内容となった。

民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準を保障し、

公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、(２)

の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

Ⅰ 平成26年４月の民間給与との比較による給与改定等のための関係条例の改正

ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略）

(イ) 諸手当

ａ 通勤手当

通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用

することを常例とする職員で、駐車場又は駐輪場（人事委員会規則で定めるもの

に限る。以下「駐車場等」という。）を利用し、当該駐車場等の利用に係る料金（以

下「駐車料金等」という。）を負担することを常例とするもの（人事委員会規則で

定める職員を除く。）の通勤手当の額は、一般職の職員の給与に関する条例第18条

第２項第３号又は市町村立学校職員の給与に関する条例第21条第２項第３号に定

める額に当該駐車場等の１箇月当たりの駐車料金等の額の２分の１に相当する額

（その額が3,000円を超えるときは、3,000円）を加算した額を支給すること。

ｂ 初任給調整手当

(a) 医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限

度を412,200円とすること。

(b) 医療職給料表（一）以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又

は歯学に関する専門的知識を必要とする職にあるものに対する支給月額の限度を

50,300円とすること。
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(c) 獣医学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難で

あると認められる職で人事委員会規則で定めるものに新たに採用された職員に対

し、月額35,000円を超えない範囲内の額を、採用の日から15年以内の期間、採用

後人事委員会規則で定める期間を経過した日から１年を経過するごとにその額を

減じて支給すること。

ｃ 勤勉手当

(a) 平成26年12月期の支給割合

① ②以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.825月分（再任用職員にあっては、0.375月分）とす

ること。

② 特定幹部職員

勤勉手当の支給割合を1.025月分（再任用職員にあっては、0.475月分）とす

ること。

(b) 平成27年６月期以降の支給割合

① ②以外の職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.75月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.35月分）とすること。

② 特定幹部職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.95月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.45月分）とすること。

ｄ 寒冷地手当

寒冷地手当の支給地域を別記第２の表のとおりとすること。（別記第２省略）

この改正に伴い支給地域に該当しないこととなる地域に係る支給額については、

所要の経過措置を講ずること。

ｅ 単身赴任手当及び住居手当

再任用職員に対して単身赴任手当及び単身赴任手当が支給される場合に併せて

住居手当を支給すること。

イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の第２号任期付研究員に適用される給料表を別記第３のとおり改定するこ

と。（別記第３省略）

(イ) 期末手当

ａ 平成26年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。
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ｂ 平成27年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.55月分とすること。

ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

(ア) 特定任期付職員の期末手当

ａ 平成26年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

ｂ 平成27年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.55月分とすること。

Ⅱ 給与制度の総合的見直しのための関係条例の改正

ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

(ア) 給料表

Ⅰのアの(ア)による改定後の給料表（医療職給料表（一）を除く。）を別記第４の

とおり改定すること。（別記第４省略）

(イ) 諸手当

ａ 地域手当

(a) 地域手当の支給割合を100分の20を超えない範囲内で人事委員会規則で定める

割合とすること。

(b) 医師及び歯科医師に係る特例について、地域手当の支給割合を、当分の間、10

0分の16とすること。

ｂ 単身赴任手当

単身赴任手当の基礎額を月額30,000円とし、職員の住居と配偶者の住居との間

の交通距離の区分に応じて加算することとされている額の限度を月額70,000円と

すること。

ｃ 特地勤務手当

特地公署が地域手当の支給地域に所在する場合における特地勤務手当と地域手

当との調整等に関し必要な事項は、人事委員会規則で定めることとすること。

ｄ へき地手当

へき地学校等が地域手当の支給地域に所在する場合におけるへき地手当と地域

手当との調整等に関し必要な事項は、人事委員会規則で定めることとすること。

ｅ 管理職員特別勤務手当

(a) 管理職手当を支給される職員が、災害への対処その他の臨時又は緊急の必要に

より一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年新潟県条例第４号）

第４条第１項、第５条及び第６条の規定に基づく週休日又は祝日法による休日等
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若しくは年末年始の休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間（正規の勤

務時間以外の時間に限る。）に勤務した場合に、管理職員特別勤務手当を支給す

ること。

(b) (a)の管理職員特別勤務手当の額は、(a)による勤務１回につき、6,000円を超

えない範囲内において人事委員会規則で定める額とすること。

イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

現行の第１号任期付研究員に適用される給料表及びⅠのイの(ア)による改定後の第

２号任期付研究員に適用される給料表を別記第５のとおり改定すること。（別記第５

省略）

ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

現行の給料表を別記第６のとおり改定すること。（別記第６省略）

Ⅲ 改定の実施時期等

ア 改定の実施時期

この改定は、平成26年４月１日から実施すること。ただし、Ⅰのアの(イ)のｃの(a)、

イの(イ)のａ及びウの(ア)のａについては平成26年12月１日から、Ⅰのアの(イ)のａ、

ｂの(c)、ｃの(b)、ｄ及びｅ、イの(イ)のｂ並びにウの(ア)のｂ、Ⅱ並びにⅢのイの

(ア)、(イ)並びに(ウ)については平成27年４月１日から実施すること。

イ 経過措置等

(ア) 平成30年３月31日までの間における差額の支給

ａ Ⅱによる改定後の給料表の適用の日（以下「切替日」という。）の前日から引き

続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が同日におい

て受けていた給料月額に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職員

を除く。）には、平成30年３月31日までの間、給料月額のほか、その差額に相当す

る額を給料として支給すること。

ｂ 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（ａの職員を除く。）につ

いて、ａによる給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは、

当該職員には、人事委員会規則の定めるところにより、ａに準じて、給料を支給

すること。

ｃ 切替日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員について、任用の

事情等を考慮してａ又はｂによる給料を支給される職員との権衡上必要があると

認められるときは、当該職員には、人事委員会規則の定めるところにより、ａ又
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はｂに準じて、給料を支給すること。

(イ) 地域手当の支給割合の特例措置

平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間における地域手当の支給割合に

ついては、Ⅱのアの(イ)のａの(b)中「100分の16」とあるのは「100分の16を超えな

い範囲内で人事委員会規則で定める割合」とすること。

(ウ) 単身赴任手当の基礎額の月額の特例措置

平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間における単身赴任手当の基礎額

の月額については、Ⅱのアの(イ)のｂ中「30,000円」とあるのは「30,000円を超え

ない範囲内で人事委員会規則で定める額」とすること。

(エ) その他所要の措置

(ア)から(ウ)までに掲げるもののほか、この改定に伴い、所要の措置を講ずること。
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別表第１

民間における初任給の改定状況

(単位：％）

項目
採用あり 初 任 給 の 改 定 状 況 採用なし

学歴 企業規模 増 額 据置き 減 額

規 模 計 23.4 19.1 80.9 0.0 76.6
(25.8) (10.0) (82.1) ( 7.8) (74.2)

大 500人以上
25.6 14.0 86.0 0.0 74.4

学
100人以上

27.6 24.9 75.1 0.0 72.4
卒 500人未満

50人以上
15.1 11.2 88.8 0.0 84.9

100人未満

規 模 計 12.9 16.5 83.5 0.0 87.1
(10.7) (19.2) (65.9) (14.9) (89.3)

高 500人以上
12.6 34.6 65.4 0.0 87.4

校
100人以上

14.3 6.5 93.5 0.0 85.7
卒 500人未満

50人以上
11.7 14.5 85.5 0.0 88.3

100人未満

(注)１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第２

民間における給与改定の状況

(単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員
34.4 21.9 0.0 43.0

（25.6） （21.1） （ 3.2） （50.1）

課 長 級
30.0 20.6 0.0 48.8

（23.7） （20.2） （ 0.5） （55.6）

（注）１ ベースアップの慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。
２ （ ）は昨年の数値である。



- 48 -

別表第３

民間における定期昇給の実施状況

(単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階 制度あり 増 額 減 額 変化なし 停 止 制度なし

係 員
90.0 85.5 20.8 1.8 62.9 4.5 10.0

（80.8） (74.6) (13.0) (10.9) (50.7) ( 6.2) (19.2)

課 長 級
82.1 78.5 20.1 1.3 57.1 3.6 17.9

(72.9) (66.1) (12.4) ( 5.8) (47.9) ( 6.8) (27.1)

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離することが

できない事業所を除いて集計した。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第４

職員と民間従業員の給与較差

民 間 給 与 (Ａ) 職 員 給 与 (Ｂ) 較差 (Ａ)－(Ｂ)

368,189 円 367,812 円
377 円

（ 0.10 ％）

（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

別表第５

公民比較における比較対象給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与から時間 給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地域手当、

外手当及び通勤手当を除いたも 初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤

の 務手当等、寒冷地手当
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別表第６

民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員

項 目

下半期 （ Ａ
１
） 354,848 円

平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 361,000 円

下半期 （ Ｂ
１
） 722,299 円

特 別 給 の 支 給 額

上半期 （ Ｂ２ ） 737,266 円

下半期 （
Ｂ１

） 2.04 月分

特 別 給 の 支 給 割 合
Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 2.04 月分
Ａ２

年 間 の 平 均 4.08 月分

（注） 下半期とは平成25年８月から平成26年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で3.95月である。
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注 「平成26年職種別民間給与実態調査」の概要

１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するため、平成26年４月現在における民間給与の実態を調査したもので

ある。

２ 調査機関

新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲

調査対象事業所 全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所

1,154事業所

４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を、組織、規模、産業により24層に層化し、これらの層か

ら275事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。


